	経済情勢トピックス《設備投資の動きについて》


	設備投資は、既存設備の老朽化の下で、景気回復に伴う生産能力の不足、企業収益の改善に伴い投資余力が出てきたこと、人手不足等により大企業のみならず、中小企業でも持ち直し傾向にある。


　大阪経済は、緩やかに回復しているものの、輸出は増勢が鈍化しており、これまで景気回復を主導してきた消費についても、実質所得の減少から今後のけん引役として過度な期待はできない。その一方で、デフレ状態からの脱却により、生産能力及び、人手不足が問題となっている。こうした状況の下で、景気回復の持続性の意味からも、経済の需給両面から設備投資の動きが注目される。大阪を中心とした平成26年度の設備投資動向をみていく。
１.　大企業の設備投資動向は堅調に推移
日本政策投資銀行が資本金1億円以上の大企業、中堅企業に対して実施した設備投資の推移をみると（図表１）、関西地域における設備投資は
、24年度以降増加基調にあり、26年度についても全国（前年度比15.2％増）をやや下回るものの、11.9％増と堅調な伸びが見込まれている。業種別にみると、非製造業は2.2％減であるが、製造業が35.3％増と大幅な増加となる。
　26年度計画について府県別に見ると、「火力発電所更新投資が一服する電力」の減少等により兵庫県では9.9％減となったものの、設備投資額の過半を占める大阪府の増加率が25.9％増と好調だったことに牽引され、関西の設備投資が増加した（図表2）。大阪府は、「大型商業施設の開発投資が剥落する卸売・小売」の減少により、非製造業が11.4％増に留まったものの、「本社建替や電池および医薬品の能力増強投資がある化学」などの増加により製造業は75.6％増となった（日本政策投資銀行関西支店「2013・2014年度関西地域設備投資計画調査」）。
２.　中小企業の設備投資動向

大企業だけでなく、中小企業における設備投資も持ち直している。大阪府景気観測調査
によると、大阪府内企業は設備投資「なし」という割合が減少傾向にある（図表３）。設備投資を行う企業については、22年以降、前年度より「増加」する割合が上昇する一方で、「減少」する割合が低下してきたが、25年には足踏みしていた。しかし、26年には、再び回復軌道に戻っている。

図表１　名目設備投資指数（関西）
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（出所）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」

（注）平成2年度を100として、対前年度増加率で指数化した数値。26年度は計画。
図表２　関西の府県別投資増加率（26年度）
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（出所）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」

（注）府県名のあとの（　）内は2014年度の対関西シェア

図表３　設備投資計画（大阪府）
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（出所）大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」（注）各年度４～６月期時点調査
３．設備投資が持ち直す要因

　設備投資が持ち直している要因としては、まず、全国的な傾向として設備の老朽化が挙げられる。1990年代後半以降、雇用、債務に並んで設備が過剰とされ、積極的な設備投資が手控えられた。その後、2002年以降の景気回復で設備投資が盛り返したものの、リーマンショックで設備投資は再び冷え込み、その後も慎重な姿勢が続いたことから設備の老朽化は解消されていない。例えば、経済産業省による「生産設備保有期間等に関するアンケート調査結果（平成25年5月）」によると、金属工作機械等の設備保有期間は「15年以上」が平成6年に33.1％であったが、平成25年には44.9％にまで高まっている。このため、老朽化による故障頻度が高く、生産に支障が出るなどの問題が生じているとされる。

次に、景気回復に伴う設備の不足感も出てきている。日本銀行の「全国企業短期経済観測調査（近畿地区）」から生産・営業用設備の過剰感DIをみると、過剰感は25年の後半以降急速に緩和しており、非製造業では、25年12月以降、設備が不足気味で推移している（図表4）。

第三に、人手不足も強まっている。大阪府景気観測調査では、非製造業では平成23年頃から雇用不足感が出ていたが、製造業についても25年後半から急速に高まり、26年4～6月期には、非製造業を上回る雇用不足感となっている（図表5）。こうした状況の下で、「合理化・省力化」を目的とした設備投資の割合は、製造業で25年度実績の11.5％から26年度計画では12.7％へと高まっている（日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査」（2014年6月調査））。今後、人手不足への対処のため、合理化・省力化投資が増えることが見込まれる。

第四に、景気回復により企業収益が改善し、資金繰りDIも改善傾向が続くなど、投資余力が出てきたことが大阪府景気観測調査などから示されている。

図表４　生産・営業用設備の過剰感（近畿地区）
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（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査（近畿地区）」

（注）26年9月は、6月調査時点の見通し。 

図表５　雇用不足感（大阪府）

[image: image5.emf]-10

0

10

20

30

1～3

月期

4～67～910～

12

1～34～67～910～

12

1～34～67～910～

12

1～34～6

平成23年

24 25 26

（DI)

非製造業

全産業

製造業

（不足－過剰）

不

足

過

剰


（出所）大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」
４．おわりに
　設備投資は、消費税率引上げやWindows XPサポート期間終了前の駆け込み需要の反動減が26年4～6月期にみられたが、基調としては増加傾向にある。設備投資の増加の動きは、業種、規模を問わず生じているが、景気回復の持続にとって重要な設備投資動向について、今後とも注視していく必要がある。
（町田　光弘）
� 同調査は、本社所在地を問わず、「属地主義」に基づき関西地域（2府4県）で実施された設備投資を、原則として「主業基準分類」で集計している。


� 調査回答企業数は、26年4～6月期調査において1,601社であり、従業者規模が判明している企業の91.2％は中小企業とされる（大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査結果」）。
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